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日本パーカライジング株式会社 

連結計算書類の連結注記表及び計算書類の個別注記表につきましては、法令及び当社定款第

16 条の規程に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.parker.co.jp/）

に掲載する事により、株主の皆様に提供しております。 



連 結 注 記 表

(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)
1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社等の数…………… 42社

主要な連結子会社等の名称… パーカー加工㈱、パーカーエンジニアリング㈱、パーカー興産㈱、

浜松熱処理工業㈱、日本カニゼン㈱、パーカーツルテック㈱、

タイパーカライジング㈱

非連結子会社等……………… パーカー パシフィック インターナショナル㈱、

上海パーカー表面改質

(連結の範囲から除外した理由)

　非連結子会社等は、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等の点からみて、いずれも小規

模であり、連結計算書類に及ぼす影響が軽微であるため、除外しております。

　なお、ミリオン化学㈱については、株式を追加取得したことにより、持分法適用関連会社より連

結子会社に変更しております。パーカー興産インディア㈱については、連結子会社である日本パー

カライジングインディア㈱と合併したことにより、連結子会社から除外しております。

2. 持分法の適用に関する事項

　 持分法を適用した非連結子会社等…………パーカー パシフィック インターナショナル㈱

　 持分法を適用した関連会社の数……………11社

　 持分法を適用した主要な関連会社の名称 ㈱パーカーコーポレーション、パーカー熱処理工業㈱

　 ㈱雄元、瀋陽パーカライジング、上海パーカライジング

3. 会計方針に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ 有価証券

　 満期保有目的の債券…………… 償却原価法（定額法）によっております。

　 その他有価証券

　 (時価のあるもの)…………… 連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法によってお

ります。

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定しております。）

　 (時価のないもの)…………… 移動平均法による原価法によっております。

ロ たな卸資産………………………… 主として総平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿

価切下げの方法）によっております。

ハ デリバティブ取引により生ずる
　 債権及び債務……………………… 時価法によっております。

　

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 イ 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く。）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法に
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よっております。

なお、在外連結子会社等は主として定額法によっております。

また、主な耐用年数は下記のとおりであります。

　建物及び構築物 ２～50年

　機械装置及び車輌運搬具 ２～15年

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した

翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

　 ロ 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づい

ております。

　 ハ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっております。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　 イ 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別の債権の回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　 ロ 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与で支給対象期間に対応して費用負担するため、支給見積額を計上

しております。

　 ハ 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う

分を計上しております。

　 ニ 役員株式給付引当金

内規に基づく役員への当社株式の交付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務

の見込額を計上しております。

　

　(4) その他連結計算書類作成のための重要な事項

　 イ 連結子会社等の事業年度等に関する事項

インドに所在する連結子会社を除く在外連結子会社等の決算日は12月31日であり、同日現在の

計算書類を使用しておりますが、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要

な調整を行っております。

　 ロ 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工

事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事について

は工事完成基準を適用しております。

　 ハ 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法
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退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理しております。

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費用処理しております。

　 ニ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。

　 ホ 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジによっております。また、為替予約については、振当処理の要件を満たす場

合は振当処理を、金利スワップについては、特例処理の要件を満たす場合は特例処理を

行っております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段については、為替予約取引及び金利スワップを行っております。また、ヘッ

ジ対象については、外貨建金銭債権債務及び借入金利息を対象にしております。

③ ヘッジ方針

金利変動リスク及び為替変動リスクの低減のため、対象債権債務の範囲内でヘッジを行

っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の相場変動の累計とを比較し、両者の変動額

等を基礎にして有効性の評価を行っております。

　 ヘ のれんの償却に関する事項

５年間で均等償却しております。

　 ト 消費税等の処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

なお、資産に係る控除対象外消費税等は、発生年度の費用として処理しております。
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(連結貸借対照表等に関する注記)

1. 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額 69,385百万円

2. 担保資産

　担保に供している資産

建物 0百万円

土地 243百万円

合 計 243百万円

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

1. 当連結会計年度末日における発行済株式の数 普通株式 132,604,524株

2. 剰余金の配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配 当 金 の
総額(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 1,236 10.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日

平成29年11月６日
取締役会

普通株式 1,236 10.00 平成29年９月30日 平成29年12月８日

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

次のとおり、決議を予定しております。

決議予定 株式の種類
配当金
の原資

配当の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成30年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,607 13.00
平成30年
３月31日

平成30年
６月29日

(注)１株当たり配当額には、創立90周年記念配当２円が含まれております。
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(金融商品に関する注記)
1. 金融商品の状況に関する事項

　(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループでは、設備投資計画に照らして、必要な資金を金融機関からの借り入れにより調

達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀

行借入により調達しております。

　(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに

関しては当社グループの債権管理規程に沿ってリスク低減を図っております。投資有価証券は、

主に満期保有目的の債券及び取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市場価

格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんどが１年以内の支払期日であります。借入金の

使途は運転資金（主として短期）および設備投資資金（長期）であり、償還日は決算日後、最長

で６年後であります。

　(3) 金融商品に係るリスク管理体制

　 ① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、債権管理規程に従い、営業債権及び長期貸付金について、各事業部門における営業

管理部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理

するとともに財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子

会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同様の管理を行っております。

　満期保有目的の債券は格付の高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少であり

ます。

　デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格

付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

　当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借

対照表価額により表わされています。

　 ② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　有価証券および投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況

等を把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、取引先企業との関係を勘案し

て保有状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引の利用にあたっては、取引の必要性を各事業部等で検討の上、経理担当部

門が取引を行い、記帳及び契約先と残高照合等を行っており、取引実績は、経営会議に報告し

ております。

　 ③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき経理担当部門が適時に資金繰計画を作成・更新し、流動

性リスクを管理しております。

　(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な

る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項

　平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めており

ません（(注2)を参照ください。）。

(単位：百万円)

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 55,673 55,673 -

(2) 受取手形及び売掛金 39,980 39,980 -

(3) 有価証券及び投資有価証券

　 ① 満期保有目的の債券 1,506 1,485 △20

　 ② 関係会社株式 233 4,004 3,770

　 ③ その他有価証券 31,281 31,281 -

資産計 128,675 132,425 3,750

(1) 支払手形及び買掛金 21,201 21,201 -

(2) 短期借入金 190 190 -

(3) １年以内返済予定の長期借入金 1,271 1,271 -

(4) 未払法人税等 2,474 2,474 -

(5) 長期借入金 1,601 1,701 99

負債計 26,740 26,839 99

(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　資産

　(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

　(3) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機

関から掲示された価格によっております。

　負債

　(1) 支払手形及び買掛金、(2)短期借入金、（3）１年以内返済予定の長期借入金、(4)未払法人税等

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

　(5) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：百万円)

区 分 連結貸借対照表計上額

非上場関係会社株式 5,336

非 上 場 株 式 672

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため「(3) 有

価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

(注3) 満期のある金銭債権及び有価証券の連結決算日後の償還予定額

(単位：百万円)

１年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 55,673 - - -

受取手形及び売掛金 39,980 - - -

有価証券及び投資有価証券

　 満期保有目的の債券 518 987 - -

　 その他有価証券 397 806 102 710

合 計 96,568 1,793 102 710

(注4) 長期借入金の連結決算日後の返済予定額

(単位：百万円)

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 1,271 577 320 256 256 190

合 計 1,271 577 320 256 256 190
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(賃貸等不動産に関する注記)

　当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用の不動産（土地を含む。）を

有しております。平成30年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は420百万円（営業

外収益に計上）であります。

　賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び連結決算日における時価、並びに当該時価の算定方法

は以下のとおりであります。

(単位：百万円)

連結貸借対照表計上額 連結決算日における時価

6,815 10,558

(注) 1 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金

額であります。

2 主な変動

当連結会計年度において大阪府吹田市に賃貸用ビルを建設したことにより、前連結会計年

度末と比べ連結貸借対照表計上額が2,885百万円増加しております。

3 時価の算定方法

一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づく金額であります。

(１株当たり情報に関する注記)

1. １株当たり純資産額 1,140円28銭

2. １株当たり当期純利益 104円85銭
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個 別 注 記 表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

1. 資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　子会社株式及び関連会社株式……… 移動平均法による原価法によっております。

　満期保有目的の債券………………… 償却原価法（定額法）によっております。

　その他有価証券

　 (時価のあるもの)………………… 期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定しております。）

　 (時価のないもの)………………… 移動平均法による原価法によっております。

　(2) たな卸資産

　 評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

　製品、商品、仕掛品、原材料……… 総平均法

　貯蔵品………………………………… 最終仕入原価法

2. 固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く。）並びに平成28年４月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっ

ております。

また、主な耐用年数は下記のとおりであります。

　建物及び構築物 ２～50年

　機械装置及び車輌運搬具 ２～15年

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌

年から５年間で均等償却する方法によっております。

　(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づいて

おります。

　(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっております。

3. 引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別の債権の回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与で支給対象期間に対応して費用負担するため、支給見積額を計上し

ております。
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　(3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計

上しております。

　(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。

退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。

　 ① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっております。

　 ② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用

処理しております。

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処理しております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は連結貸借対照表と異なりま

す。

　(5) 役員株式給付引当金

内規に基づく役員への当社株式の交付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込

額を計上しております。

4. 収益及び費用の計上基準

　 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につい

ては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基

準を適用しております。

5. 消費税等の処理方法

　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　 なお、資産に係る控除対象外消費税等は、発生年度の費用として処理しております。
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(貸借対照表に関する注記)
1. 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額 27,354百万円

2. 保証債務

　 下記の会社の金融機関からの借入金等について、債務保証を行っております。

パーカーツルテックメキシカーナ㈱ 1,324百万円

パーカーツルテック㈱ 361百万円

　合 計 1,685百万円

3. 関係会社に対する金銭債権及び債務

短期金銭債権 3,367百万円

長期金銭債権 3,189百万円

短期金銭債務 9,687百万円

長期金銭債務 50百万円

(損益計算書に関する注記)
関係会社との取引高

売上高 5,095百万円

仕入高 10,704百万円

営業取引以外の取引高 3,775百万円

(株主資本等変動計算書に関する注記)
自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 8,438,150 252 7,200 8,431,202

(注) 単元未満株式の買取による増加 252株

株式給付信託（BBT）による当社株式の給付による減少 7,200株
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(税効果会計に関する注記)
　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)

貸倒引当金 51百万円

賞与引当金 471百万円

退職給付引当金 1,886百万円

未払金 22百万円

減損損失累計額 206百万円

その他 542百万円

繰延税金資産小計 3,181百万円

評価性引当額 △463百万円

繰延税金資産合計 2,718百万円

(繰延税金負債)

固定資産圧縮積立金 156百万円

その他有価証券評価差額金 5,330百万円

その他 59百万円

繰延税金負債合計 5,546百万円

繰延税金負債の純額 2,828百万円
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　(関連当事者との取引に関する注記)

子会社等

属性 会社名 住所 資本金 事業の内容
議決権の
所有割合

議決権の
被所有割合

関係内容
取引の
内容

取引金額 科目 期末残高
役員の
兼任等

事業上
の関係

百万円 ％ ％ 百万円 百万円

子会社

パーカー
エンジニ
アリング

㈱

東京都
中央区

494
防錆加工装
置の製造・
販売

90.00 - 当社役員 2

防錆加工装置を
外注している
建物を一部賃貸
している

防錆加
工装置
の外注

4,794 買掛金 1,654

CMSに
よる資
金の預

り

2,499 預り金 2,756

子会社
パーカー
加工㈱

東京都
中央区

416
防錆加工及
び塗装処理

69.70 -
当社役員 3
その他 3

金属表面処理剤
を販売している
防錆加工を一部
外注している
建物を一部賃貸
している

CMSに
よる資
金の預

り

1,333 預り金 3,001

百万Bht

子会社
タイパー
カライジ
ング㈱

タイ
サムッ
トプラ
カム県

28

金属表面処
理の製造・
販売
防錆加工及
び熱処理加
工

49.00 -
当社役員 3
当社従業員 1

金属表面処理剤
の一部原料を輸
出している
金属表面処理剤
の製造技術を供
与している

配当金
の受取

488
受取配
当金

-

百万Mex$

子会社

パーカー
ツルテック
メキシカー

ナ㈱

メキシコ
グアナ
ファト
州

408 熱処理加工 31.70 -
当社役員 2
当社従業員 2

-
保証
債務

1,324 - -

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等

1.上記取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高のうち買掛金には消費税等が含まれております。

2.パーカーエンジニアリング株式会社からの防錆加工装置の外注については、市場の実勢価格を勘案して価

格交渉の上決定しております。

3.CMSによる資金の預りについては、連結グループ内における効率的な資金運用を目的としたCMS（キャッシ

ュ・マネジメント・システム）によるものであり、利息については市場金利を勘案し合理的に決定してお

ります。また、取引金額については期中平均残高によっております。

4.保証債務は、金融機関からの借入に対して無償で保証したものであります。

　

(１株当たり情報に関する注記)
1. １株当たり純資産額 658円37銭

2. １株当たり当期純利益 62円53銭
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【重要な後発事象】

（連結子会社の吸収合併）

当社は、平成29年５月15日開催の取締役会において、連結子会社であるパーカー興産株式会社を吸

収合併することを決議し、平成30年４月１日付で吸収合併いたしました。

１．取引の概要

（１）結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業：パーカー興産株式会社

事業の内容：防錆油の製造販売

（２）企業結合日

平成30年４月１日

（３）企業結合の法的形式

当社を吸収合併存続会社、パーカー興産株式会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併方式

（４）結合後企業の名称

日本パーカライジング株式会社

（５）取引の目的を含む取引の概要

パーカー興産株式会社は当社の完全子会社であり、防錆油の製造・販売業を主に行ってお

ります。この度、当社グループの持続的な成長と、企業価値向上を目的とした事業再編に

より、防錆油から脱脂・化成処理の一貫した開発体制の構築及び圧延油開発との一体化な

ど、技術力及び販売力の強化を図るため、同社を吸収合併することといたしました。

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業結合会計基準第21号 平成25年９月13日）及び「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成

25年９月13日）に基づき、共通支配下の取引として処理しています。
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